
 

【表紙】   

   

【提出書類】  有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】  関東財務局長

【提出日】  平成26年６月11日

【発行者名】  東京海上アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】  取締役社長　　大場　昭義

【本店の所在の場所】  東京都千代田区丸の内一丁目３番１号

【事務連絡者氏名】  尾崎　正幸

【電話番号】  ０３－３２１２－８４２１

【届出の対象とした募集（売出）内国投資
信託受益証券に係るファンドの名称】

 
東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド

（為替ヘッジあり）（年１回決算型）

【届出の対象とした募集（売出）内国投資
信託受益証券の金額】

 
当初自己設定　　　　　100万円
継続申込期間　　　上限 １兆円

【縦覧に供する場所】  該当なし
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
平成25年８月27日付をもって提出した有価証券届出書（平成26年３月31日付をもって提出した有価証券
届出書の訂正届出書により訂正済み。以下「原届出書」といいます。）について、半期報告書の提出に伴
う新たな情報の更新、および原届出書記載事項の一部に訂正すべき事項があるため、本訂正届出書を提出
するものです。
 

２【訂正の内容】
＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿＿＿は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している
内容は、原届出書が更新されます。また＜追加＞の記載事項は原届出書に追加されます。
 

第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１ ファンドの性格
(1) ファンドの目的及び基本的性格

＜更新後＞
（略）

④ ファンドの特色
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(3)　ファンドの仕組み
＜訂正前＞
（略）

② 委託会社の概況

・名称　　　　東京海上アセットマネジメント投信株式会社
・資本金の額　20億円（平成25年６月末日現在）
・会社の沿革

昭和60年12月 東京海上グループ（現：東京海上日動グループ）等の出資により、資産運
用ビジネスの戦略的位置付けで、東京海上エム・シー投資顧問株式会社の
社名にて資本金２億円で設立

昭和62年２月 投資顧問業者として登録

　　同年６月 投資一任業務認可取得

平成３年４月 国内および海外年金の運用受託を開始

平成10年５月 東京海上アセットマネジメント投信株式会社に社名変更し、投資信託法上
の委託会社としての免許取得

平成19年９月 金融商品取引業者として登録

 
・大株主の状況（平成25年６月末日現在）

株主名 住所 所有株数 所有比率

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 38,300株 100.0％

 
＜訂正後＞
（略）

② 委託会社の概況

・名称　　　　東京海上アセットマネジメント投信株式会社
・資本金の額　20億円（平成26年４月末日現在）
・会社の沿革

昭和60年12月 東京海上グループ（現：東京海上日動グループ）等の出資により、資産運
用ビジネスの戦略的位置付けで、東京海上エム・シー投資顧問株式会社の
社名にて資本金２億円で設立

昭和62年２月 投資顧問業者として登録

　　同年６月 投資一任業務認可取得

平成３年４月 国内および海外年金の運用受託を開始

平成10年５月 東京海上アセットマネジメント投信株式会社に社名変更し、投資信託法上
の委託会社としての免許取得

平成19年９月 金融商品取引業者として登録

 
・大株主の状況（平成26年４月末日現在）

株主名 住所 所有株数 所有比率

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 38,300株 100.0％

 

２ 投資方針
(3) 運用体制

＜訂正前＞
（略）

当ファンドは債券運用部グローバル債券運用グループ（13名）が社内規則である「投資運用業に係る
業務運営規程」に基づき運用を担当します。
運用におけるリスク管理は、運用管理室（５名）による法令・運用ガイドライン等の遵守状況の
チェックや運用リスク項目のチェック等が随時実施され、担当運用部へフィードバックされるととも
に、原則として月１回開催される運用管理委員会（管理本部長を委員長に、運用・営業・商品企画など
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ファンド運用に関係する各部長が参加）において投資行動の評価が行われます。（リスク管理について
の詳細は、「３ 投資リスク」の「３.管理体制」をご参照ください）

この運用管理委員会での評価もふまえて、投資政策委員会（運用本部長を委員長とし、各運用部長が
参加）において運用方針を決定し、より質の高い運用体制の維持・向上を目指します。

（略）
（上記の体制や人員等については、平成25年６月末日現在）

 
＜訂正後＞
（略）

当ファンドは債券運用部グローバル債券運用グループ（12名）が社内規則である「投資運用業に係る
業務運営規程」に基づき運用を担当します。
運用におけるリスク管理は、運用管理室（５名）による法令・運用ガイドライン等の遵守状況の
チェックや運用リスク項目のチェック等が随時実施され、担当運用部へフィードバックされるととも
に、原則として月１回開催される運用管理委員会（管理本部長を委員長に、運用・営業・商品企画など
ファンド運用に関係する各部長が参加）において投資行動の評価が行われます。（リスク管理について
の詳細は、「３ 投資リスク」の「３.管理体制」をご参照ください）

この運用管理委員会での評価もふまえて、投資政策委員会（運用本部長を委員長とし、各運用部長が
参加）において運用方針を決定し、より質の高い運用体制の維持・向上を目指します。

（略）
（上記の体制や人員等については、平成26年５月１日現在）

 

４ 手数料等及び税金
(5) 課税上の取扱い

＜訂正前＞
（略）
＜個人の受益者に対する課税＞
収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、平成25年12月31日までは10.147％（所得税
7.147％、地方税３％）の税率による源泉徴収が行われます。申告不要制度の適用がありますが、総合
課税または申告分離課税を選択することも可能です。いずれの場合も配当控除の適用はありません。
申告分離課税を選択した場合の税率は、平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％、地方税
３％）となります。収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金（特別
分配金）（※１）は課税されません。
平成26年１月１日以降においては、源泉徴収税率は20.315％（所得税15.315％、地方税５％）とな
り、申告分離課税を選択した場合の税率は20.315％（所得税15.315％、地方税５％）となります。

 
解約時および償還時の譲渡益（解約時および償還時の価額から取得費（申込手数料（税込）を含む）
を控除した利益）は、その全額が譲渡所得等の金額とみなされ課税が行われます。譲渡所得等につい
ては、平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％、地方税３％）の税率による申告分離課税が
適用されます（特定口座（源泉徴収選択口座）での取扱いも可能です。）。
平成26年１月１日以降の税率は、20.315％（所得税15.315％、地方税５％）となります。

（略）
少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」は、平成26年１月１日以降の非課税制度です。ＮＩＳＡ
をご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託や上場株式等から生じ
る配当所得および譲渡所得が５年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販
売会社で非課税口座を開設する等、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは販売会社に
お問い合わせください。
 
＜法人の受益者に対する課税＞
収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の「各受益者の個別元本」
（※２）超過額については、平成25年12月31日までは7.147％の税率による所得税の源泉徴収が行われ
ます。地方税の源泉徴収はありません。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金
のみであり、元本払戻金（特別分配金）（※１）は課税されません。
平成26年１月１日以降の所得税の源泉徴収税率は15.315％となります。
なお、益金不算入制度の適用はありません。

（略）
 
＜訂正後＞
（略）
＜個人の受益者に対する課税＞
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収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％（所得税15.315％、地方税５％）
の税率による源泉徴収が行われます。申告不要制度の適用がありますが、総合課税または申告分離課
税を選択することも可能です。いずれの場合も配当控除の適用はありません。申告分離課税を選択し
た場合の税率は、20.315％（所得税15.315％、地方税５％）となります。収益分配金のうち課税対象
となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金（特別分配金）（※１）は課税されません。

 
解約時および償還時の譲渡益（解約時および償還時の価額から取得費（申込手数料（税込）を含む）
を控除した利益）は、その全額が譲渡所得等の金額とみなされ課税が行われます。譲渡所得等につい
ては、20.315％（所得税15.315％、地方税５％）の税率による申告分離課税が適用されます（特定口
座（源泉徴収選択口座）での取扱いも可能です。）。

（略）
少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入
した公募株式投資信託や上場株式等から生じる配当所得および譲渡所得が５年間非課税となります。
ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設する等、一定の条件に該当す
る方が対象となります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
 
＜法人の受益者に対する課税＞
収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還時の「各受益者の個別元本」
（※２）超過額については、15.315％の税率による所得税の源泉徴収が行われます。地方税の源泉徴収
はありません。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金
（特別分配金）（※１）は課税されません。
なお、益金不算入制度の適用はありません。

（略）
 

５ 運用状況
「(1) 投資状況」、「(3) 運用実績」、「(4) 設定及び解約の実績」および＜参考情報＞については、以

下の内容に更新されます。
 
＜更新後＞
以下は平成26年4月30日現在の運用状況です。
また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 
(1) 投資状況

資産の種類 地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 3,970,807 100.14

コール・ローン等、その他の資産（負債控除後） △5,621 △0.14

合計（純資産総額） 3,965,186 100.00

 
（ご参考：親投資信託の投資状況）
当ファンドが主要投資対象とする親投資信託の投資状況は以下の通りです。
 
東京海上Roggeニッポン海外債券マザーファンド（為替ヘッジあり）

資産の種類 地域 時価合計（円） 投資比率（％）

地方債証券 日本 488,781,708 8.92

特殊債券 日本 957,926,833 17.48

社債券 日本 3,140,354,590 57.31

 アメリカ 300,727,595 5.48

 ケイマン 481,911,025 8.79

 小計 3,922,993,210 71.59

コール・ローン等、その他の資産（負債控除後） 109,538,914 1.99

合計（純資産総額） 5,479,240,665 100.00

 
(3) 運用実績
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① 純資産の推移

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

1口当たり
純資産額(円)
(分配落)

1口当たり
純資産額(円)
(分配付)

平成25年 9月末日 53 － 1.0156 －

10月末日 54 － 1.0293 －

11月末日 54 － 1.0296 －

12月末日 54 － 1.0246 －

平成26年 1月末日 55 － 1.0409 －

2月末日 3 － 1.0477 －

3月末日 3 － 1.0490 －

4月末日 3 － 1.0540 －

 
② 分配の推移

該当事項はありません。
 
③ 収益率の推移

期 年月日 収益率（％）（分配付）

自　平成25年 9月12日

至　平成26年 4月30日
5.4

 
(4) 設定及び解約の実績

期 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

自　平成25年 9月12日

至　平成26年 4月30日
53,139,948 49,377,839 3,762,109

 

＜参考情報＞
（平成26年４月30日現在）
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※最新の運用実績は、委託会社のホームページでご確認いただけます。

※ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。

 

第３【ファンドの経理状況】
１ 財務諸表
＜追加＞
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(1) 当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年

大蔵省令第38号)並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する
規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

(2) 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づいて、当中間計算期間（平成25年9月12日

から平成26年3月11日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けておりま
す。

 

中間財務諸表
 

東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド（為替ヘッジあり）（年１回決算型）

 
(1) 中間貸借対照表

  
当中間計算期間末
平成26年 3月11日現在

区　　分
注記
番号

金額（円）

資産の部   

流動資産   

親投資信託受益証券  3,888,790

未収入金  234,278

流動資産合計  4,123,068

資産合計  4,123,068

負債の部   

流動負債   

未払受託者報酬  4,789

未払委託者報酬  227,196

その他未払費用  2,293

流動負債合計  234,278

負債合計  234,278

純資産の部   

元本等   

元本 ※1 3,714,988

剰余金   

中間剰余金又は中間欠損金（△）  173,802

(分配準備積立金)  ―

元本等合計  3,888,790

純資産合計  3,888,790

負債純資産合計  4,123,068

 

(2) 中間損益及び剰余金計算書

  

当中間計算期間
自 平成25年 9月12日

至 平成26年 3月11日

区　　分
注記
番号

金額（円）

営業収益   
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有価証券売買等損益  1,690,294

営業収益合計  1,690,294

営業費用   

受託者報酬  4,789

委託者報酬 ※1 227,196

その他費用  2,293

営業費用合計  234,278

営業利益又は営業損失（△）  1,456,016

経常利益又は経常損失（△）  1,456,016

中間純利益又は中間純損失（△）  1,456,016

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一
部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

 1,328,957

期首剰余金又は期首欠損金（△）  ―

剰余金増加額又は欠損金減少額  668,210

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金
減少額

 ―

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金
減少額

 668,210

剰余金減少額又は欠損金増加額  621,467

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金
増加額

 621,467

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金
増加額

 ―

中間剰余金又は中間欠損金（△）  173,802

 

(3) 中間注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　　分

当中間計算期間
自 平成25年 9月12日

至 平成26年 3月11日

有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券
移動平均法に基づき、原則として時価で評価しておりま
す。時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価
額に基づいて評価しております。

 
（中間貸借対照表に関する注記）

区　　分
当中間計算期間末
平成26年 3月11日現在

1.※1 期首元本額 1,000,000円

 期中追加設定元本額 52,092,827円

 期中一部解約元本額 49,377,839円

2.※1 中間計算期間末日における受益権の総数 3,714,988口

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

当中間計算期間
自 平成25年 9月12日

至 平成26年 3月11日
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※1 投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託する場合における当該委
託に要する費用

純資産総額に対して年10,000分の33の率を乗じて得た金額

 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区　　分
当中間計算期間末

 平成26年 3月11日現在

1. 中間貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額

時価で計上しているため、その差額はありません。

2. 時価の算定方法並びに有価証券及び
デリバティブ取引に関する事項

(1)有価証券
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載
しております。

  (2)デリバティブ取引
該当事項はありません。

  (3)有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品
有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品につ
いては、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似
しているため、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

3. 金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に
よった場合、当該価額が異なることもあります。

 
（1口当たり情報に関する注記）

当中間計算期間末
平成26年 3月11日現在

1口当たり純資産額 1.0468円

（1万口当たり純資産額 10,468円）

 
（ご参考）
 
当ファンドは、「東京海上Roggeニッポン海外債券マザーファンド（為替ヘッジあり）」を主要な投資対象と
しており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」はすべて同ファンドの受益証券
です。なお、同ファンドの状況は次のとおりです。

なお、以下に記載した情報は監査の対象ではありません。
 

「東京海上Roggeニッポン海外債券マザーファンド（為替ヘッジあり）」の状況

 
(1) 貸借対照表

  平成26年 3月11日現在

区　　分
注記
番号

金額（円）

資産の部   

流動資産   

預金  64,456,344

コール・ローン  54,325,570

地方債証券  435,612,834

特殊債券  268,197,504
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社債券  4,543,912,684

未収入金  2,865,694

未収利息  40,213,408

前払費用  1,244,506

流動資産合計  5,410,828,544

資産合計  5,410,828,544

負債の部   

流動負債   

派生商品評価勘定  60,780,418

未払金  64,006

未払解約金  234,278

流動負債合計  61,078,702

負債合計  61,078,702

純資産の部   

元本等   

元本 ※1 4,357,234,509

剰余金   

剰余金又は欠損金（△）  992,515,333

元本等合計  5,349,749,842

純資産合計  5,349,749,842

負債純資産合計  5,410,828,544

 

(2) 注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　　分
自 平成25年 9月12日

至 平成26年 3月11日

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 地方債証券、特殊債券及び社債券
個別法に基づき、原則として時価で評価しておりま
す。時価評価にあたっては、金融商品取引業者、銀行
等の提示する価額（但し、売気配相場は使用しな
い）、又は価格情報会社の提供する価額で評価してお
ります。

2. デリバティブ等の評価基準及び
評価方法

為替予約取引
個別法に基づき、原則として時価で評価しておりま
す。時価評価にあたっては、原則として本書における
開示対象ファンドの中間計算期間末日の対顧客先物売
買相場において為替予約の受渡日の仲値が発表されて
いる場合には当該仲値、受渡日の仲値が発表されてい
ない場合には、発表されている受渡日に最も近い前後
二つの日の仲値をもとに計算しております。
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3. その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準
外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関す
る規則」（平成12年総理府令第133号）第60条に基づ
き、取引発生時の外国通貨の額をもって記録する方法
を採用しております。但し、同第61条に基づき、外国
通貨の売却時において、当該外国通貨に加えて、外貨
建資産等の外貨基金勘定及び外貨建各損益勘定の前日
の外貨建純資産額に対する当該売却外国通貨の割合相
当額を当該外国通貨の売却時の外国為替相場等で円換
算し、前日の外貨基金勘定に対する円換算した外貨基
金勘定の割合相当の邦貨建資産等の外国投資勘定と、
円換算した外貨基金勘定を相殺した差額を為替差損益
とする計理処理を採用しております。

 
（貸借対照表に関する注記）

区　　分 平成26年 3月11日現在

1.※1 本書における開示対象ファンドの期首にお
ける当該親投資信託の元本額 4,196,561,359円

 同期中における追加設定元本額 346,807,944円

 同期中における一部解約元本額 186,134,794円

 同中間期末における元本額 4,357,234,509円

  
元本の内訳＊

 

 東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド
（為替ヘッジあり）

4,354,067,226円

 東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド
（為替ヘッジあり）（年１回決算型）

3,167,283円

 　　　　　　計 4,357,234,509円

2.※1 本書における開示対象ファンドの中間計算
期間末日における当該親投資信託の受益権
の総数

4,357,234,509口

（注）＊は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 
（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区　　分  平成26年 3月11日現在

1. 貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額

時価で計上しているため、その差額はありません。

2. 時価の算定方法並びに有価証券及び
デリバティブ取引に関する事項

(1)有価証券
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載
しております。

  (2)デリバティブ取引
（デリバティブ取引等に関する注記）に記載してお
ります

  (3)有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品
有価証券及びデリバティブ取引以外の金融商品につ
いては、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似
しているため、当該帳簿価額を時価としておりま
す。
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3. 金融商品の時価等に関する事項に
ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に
よった場合、当該価額が異なることもあります。ま
た、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまで
もデリバティブ取引における名目的な契約額又は計算
上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取
引のリスクの大きさを示すものではありません。

 
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項
 

通貨関連
 
（平成26年3月11日現在）

     （単位：円）

区分 種 類 契約額等
 

時 価 評価損益
うち1年超

市場取引
以外の取引

為替予約取引     

 
売建 5,291,811,514 ― 5,352,591,932 △60,780,418

米ドル 4,332,820,086 ― 4,377,883,043 △45,062,957

ユーロ 278,051,048 ― 286,705,670 △8,654,622

英ポンド 680,940,380 ― 688,003,219 △7,062,839

 　合計 5,291,811,514 ― 5,352,591,932 △60,780,418

  (注)1.時価の算定方法

（1）本書における開示対象ファンドの中間計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨に

ついては、以下のように評価しております。

①同中間計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されている場合は、当該

為替予約は当該仲値で評価しております。

②同中間計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以

下の方法によっております。

・ 同中間計算期間末日に為替予約の受渡日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表

されている先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの対顧客先物売買相場の仲値をもとに計算してお

ります。

・ 同中間計算期間末日に為替予約の受渡日を超える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当

該日に最も近い発表されている対顧客先物売買相場の仲値を用いております。

（2）本書における開示対象ファンドの中間計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨

については同中間計算期間末日の対顧客電信売買相場の仲値で評価しております。

2.換算において円未満の端数は切り捨てております。

3.契約額等及び時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。

 
（1口当たり情報に関する注記）

平成26年 3月11日現在

1口当たり純資産額 1.2278円

（1万口当たり純資産額 12,278円）
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
１ 委託会社等の概況
＜訂正前＞
平成25年６月末日現在、資本金の額は20億円です。なお、会社の発行可能株式総数は160,000株であり、
38,300株を発行済みです。
（略）

 
＜訂正後＞
平成26年４月末日現在、資本金の額は20億円です。なお、会社の発行可能株式総数は160,000株であり、
38,300株を発行済みです。
（略）

 

２ 事業の内容及び営業の概況
＜訂正前＞
（略）
平成25年６月28日現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託（親投資信託を除きます。）は次の
通りです。

 本数 純資産総額（百万円）

追加型公社債投資信託 1 8,204

追加型株式投資信託 119 1,826,870

単位型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 13 69,248

合計 133 1,904,323

 
＜訂正後＞
（略）
平成26年４月末日現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託（親投資信託を除きます。）は次の
通りです。

 本数 純資産総額（百万円）

追加型公社債投資信託 1 4,083

追加型株式投資信託 130 1,849,644

単位型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 13 62,483

合計 144 1,916,210

 
   次へ
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３ 委託会社等の経理状況
＜訂正前＞
１．当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）並びに同規則第２条により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52
号）に基づいて作成しております。

 
２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第28期事業年度（平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
 
＜訂正後＞
１．当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59
号）並びに同規則第２条により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52
号）に基づいて作成しております。
また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和
52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条により、「金融商品取引業等に関する内閣府
令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 
２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第28期事業年度（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。
また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けておりま
す。

 
原届出書の 第三部 委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　３ 委託会社等の経理状況 につきまして

は、前記の訂正のほか、「中間財務諸表」として以下の内容が追加されます。
 
中間財務諸表
（イ）中間貸借対照表

（単位：千円）

当中間会計期間
（平成25年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金・預金  6,848,016

前払費用  116,070

未収委託者報酬  1,740,897

未収収益  2,776,567

未収入金  27,471

繰延税金資産  380,142

その他の流動資産  37,133

流動資産計  11,926,300

固定資産   

有形固定資産 ＊１ 198,398

建物  113,374

器具備品  85,023

無形固定資産  3,144

電話加入権  3,144

投資その他の資産  791,302

投資有価証券  24,232

関係会社株式  254,342

その他の関係会社有価証券  31,189

長期前払費用  71,452

敷金  288,908

繰延税金資産  121,177

固定資産計  992,845
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資産合計  12,919,145

負債の部   

流動負債   

預り金   37,832

未払金  1,622,139

未払手数料  511,145

その他未払金  1,110,993

未払費用  98,905

未払消費税等 ＊２ 91,593

未払法人税等  974,000

前受収益  279,041

賞与引当金  367,428

流動負債計  3,470,940

固定負債   

退職給付引当金  134,170

役員退職慰労引当金  34,330

固定負債計  168,500

負債合計  3,639,440

純資産の部   

株主資本  9,277,994

資本金  2,000,000

利益剰余金  7,277,994

利益準備金  500,000

その他利益剰余金  6,777,994

繰越利益剰余金  6,777,994

評価・換算差額等  1,710

その他有価証券評価差額金  1,710

純資産合計  9,279,704

負債・純資産合計  12,919,145

 
（ロ）中間損益計算書

（単位：千円）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

営業収益   

委託者報酬  4,324,522

運用受託報酬  3,932,401

投資助言報酬  13,663

その他営業収益  736

営業収益計  8,271,324

営業費用   

支払手数料  1,830,991

広告宣伝費  72,463

公告費  1,190

調査費  2,284,408

調査費  653,510

委託調査費  1,630,897

委託計算費  40,739

営業雑経費  76,716

通信費  14,132

印刷費  41,249
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協会費  13,126

諸会費  3,411

図書費  4,795

営業費用計  4,306,510

一般管理費   

給料  991,776

役員報酬  35,238

給料・手当  867,784

賞与  88,754

交際費  4,692

旅費交通費  44,266

租税公課  27,867

不動産賃借料  129,195

役員退職慰労引当金繰入  3,250

退職給付費用  30,583

賞与引当金繰入  367,428

固定資産減価償却費 ＊１ 29,983

法定福利費  206,492

福利厚生費  6,595

諸経費  175,111

一般管理費計  2,017,243

営業利益  1,947,570

営業外収益   

受取配当金  46,041

受取利息  573

雑益  3,206

営業外収益計  49,820

営業外費用   

雑損  35,437

営業外費用計  35,437

経常利益  1,961,954

税引前中間純利益  1,961,954

法人税、住民税及び事業税  954,282

法人税等調整額  △188,766

法人税等合計  765,515

中間純利益  1,196,438

 
（ハ）中間株主資本等変動計算書

（単位：千円）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

株主資本  

資本金  

当期首残高 2,000,000

当中間期変動額 -

当中間期変動額合計 -

当中間期末残高 2,000,000

利益剰余金  

利益準備金  

当期首残高 443,612

当中間期変動額  
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剰余金の配当 56,387

当中間期変動額合計 56,387

当中間期末残高 500,000

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

当期首残高 6,545,729

当中間期変動額  

剰余金の配当 △964,173

中間純利益 1,196,438

当中間期変動額合計 232,264

当中間期末残高 6,777,994

利益剰余金合計  

当期首残高 6,989,342

当中間期変動額  

剰余金の配当 △907,786

中間純利益 1,196,438

当中間期変動額合計 　288,651

当中間期末残高 7,277,994

株主資本合計  

当期首残高 8,989,342

当中間期変動額  

剰余金の配当 △907,786

中間純利益 1,196,438

当中間期変動額合計 288,651

当中間期末残高 9,277,994

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

当期首残高 1,215

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

 
494

当中間期変動額合計 494

当中間期末残高 1,710

評価・換算差額等合計  

当期首残高 1,215

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

 
494

当中間期変動額合計 494

当中間期末残高 1,710

純資産合計  

当期首残高 8,990,558

当中間期変動額  

剰余金の配当 △907,786

中間純利益 1,196,438

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）

 
494

当中間期変動額合計 289,146

当中間期末残高 9,279,704

 
（ニ）重要な会計方針

EDINET提出書類

東京海上アセットマネジメント株式会社(E06433)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/29



 
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

 

１．資産の評価基準及び
評価方法

有価証券
(1) 子会社株式及び関連会社株式

並びにその他の関係会社有価
証券
移動平均法による原価法

 

 (2) その他有価証券  

 時価のあるもの  

 中間会計期間末日の市場
価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

 

 時価を把握することが極め
て困難と認められるもの

 

 移動平均法による原価法  

２．固定資産の減価償却
の方法

(1) 有形固定資産  

定率法  

ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）については定
額法、少額固定資産（取得価
格が10万円以上20万円未満の
資産）については、３年間で
均等償却する方法を採用して
おります。

 
 

 (2) 長期前払費用  

 定額法  

３．引当金の計上基準 (1) 賞与引当金  

 従業員賞与の支給に充てる
ため、支給見込額の当中間会
計期間負担額を計上しており
ます。

 

 (2) 退職給付引当金  

 従業員の退職給付に備える
ため、当期末における退職給
付債務の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生
していると認められる額を計
上しております。

 

 (3) 役員退職慰労引当金  

 役員の退職慰労金の支出に
備えるため、内規に基づく中
間期末要支給額を計上してお
ります。

 

４．消費税等の会計処理
方法

消費税及び地方消費税の会計処理
は税抜方式によっており、控除対
象外消費税及び地方消費税は、当
中間会計期間の費用として処理し
ております。
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注記事項
（中間貸借対照表関係）

 
当中間会計期間

（平成25年９月30日）
 

※１　有形固定資産の
減価償却累計額

建物 112,113千円
器具備品 438,081千円

 

※２　消費税等の取扱
い

仮払消費税等及び仮受消費税等
は相殺のうえ、未払消費税等と
して表示しております。

 

 
（中間損益計算書関係）

 
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

 

※１　減価償却実施額 有形固定資産 29,983千円  

 
（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

（株）
当中間会計期間
増加　　（株）

当中間会計期間
減少　　（株）

当中間会計期間末
（株）

普通株式 38,300 - - 38,300

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成25年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項

（イ） 配当金総額・・・・・・・・・・907,786千円

（ロ） １株当たり配当額・・・・・・・23,702円

（ハ） 基準日・・・・・・・・・・・・平成25年３月31日

（ニ） 効力発生日・・・・・・・・・・平成25年６月28日

 

 
（金融商品関係）
当中間会計期間（平成25年９月30日）
金融商品の時価等に関する事項
平成25年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません
（（注２）参照）。
 

（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

(1)現金・預金
(2)未収委託者報酬
(3)未収収益
(4)未収入金
(5)投資有価証券

その他有価証券
(6)敷金
(7)未払金

6,848,016
1,740,897
2,776,567
27,471

 
24,232
288,908

(1,622,139)

6,848,016
1,740,897
2,776,567
27,471

 
24,232
214,811

(1,622,139)

―
―
―
―
 
―

74,096
―

（＊）負債で計上されているものについては、（　）で示しております。
 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
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(1) 現金・預金、(2) 未収委託者報酬、(3) 未収収益並びに(4)未収入金及び(7) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。
(5) 投資有価証券

時価の算定方法につきましては「（ニ）重要な会計方針」の「１．資産の評価基準及び評価方法」に記
載しております。
(6) 敷金

当社では、敷金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に当該建物
の残存耐用年数を加味した利率で割り引いた現在価値より算定しております。
 

（注２）子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式221,595千円、関連会社株式
32,747千円）並びにその他の関係会社有価証券（中間貸借対照表計上額　31,189千円）は、市場価
格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困
難と認められるため、上表には含めておりません。

 
（注３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
 

（有価証券関係）
当中間会計期間（平成25年９月30日）
１．子会社株式及び関連会社株式並びにその他の関係会社有価証券

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式221,595千円、関連会社株式32,747千
円）並びにその他の関係会社有価証券（中間貸借対照表計上額31,189千円）は、市場価格がなく、時価を
把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
 

２．その他有価証券

 種類
中間貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

証券投資信託 22,189 19,369 2,820

中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

証券投資信託 2,043 2,200 △156

合計 24,232 21,569 2,663

 
（セグメント情報等）
[セグメント情報]
　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　　至　平成25年９月30日）
当社は「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり証券投資信託の設定を行
うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として運用（投資運用業）を行っております。ま
た「金融商品取引法」に定める投資助言・代理業を行っております。
当社は、投資運用業及び投資助言・代理業にこれらの附帯業務を集約した単一セグメントを報告セグメン
トとしております。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
 
[関連情報]
　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　　至　平成25年９月30日）
１. 製品及びサービスごとの情報

単一のサービス区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。
 

２. 地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており
ます。

 
(2) 有形固定資産
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本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。
 

３. 主要な顧客ごとの情報

当社は、外部顧客からの収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がないた
め、記載を省略しております。
 
（１株当たり情報）

 
当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

 

１株当たり純資産額 242,289円93銭  

１株当たり中間純利益金額 31,238円60銭  

 潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。

 
 
 

（注）１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。
中間純利益　　　　　　　　　 1,196,438千円

普通株主に帰属しない金額　　　　　 　　－

普通株式にかかる中間純利益　 1,196,438千円

期中平均株式数 　　　　　　　　　 38,300株

 

５ その他
＜訂正前＞
(1)定款の変更
委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

（略）
 
＜訂正後＞
(1)定款の変更
平成26年４月１日付で、定款について次の変更を行いました。
・公告の方法の変更（日本経済新聞に掲載する方法から、電子公告（ただし、事故その他やむを得な
い事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載）に変更。）

（略）
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第２【その他の関係法人の概況】
 

１ 名称、資本金の額及び事業の内容
＜訂正前＞
(1) 受託会社

・名称 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

・資本金の額 324,279百万円（平成25年３月末日現在）

・事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関す
る法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

 
<参考情報：再信託受託会社の概要>

・名称 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

・資本金の額 10,000百万円（平成25年３月末日現在）

・事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関
する法律に基づき信託業務を営んでいます。

 
(2) 販売会社

名称 資本金の額(※) 事業の内容

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

40,500百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

(※)平成25年３月末日現在

 
(3) 投資顧問会社

・名称 Tokio Marine Rogge Asset Managenent Limited

・資本金の額 30万英ポンド（平成25年３月末日現在）

・事業の内容 投資運用業を営んでいます。

 
＜訂正後＞
(1) 受託会社

・名称 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

・資本金の額 324,279百万円（平成25年９月末日現在）

・事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関す
る法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

 
<参考情報：再信託受託会社の概要>

・名称 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

・資本金の額 10,000百万円（平成25年９月末日現在）

・事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関
する法律に基づき信託業務を営んでいます。

 
(2) 販売会社

名称 資本金の額(※) 事業の内容

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

40,500百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

(※)平成25年９月末日現在

 
(3) 投資顧問会社
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・名称 Tokio Marine Rogge Asset Managenent Limited

・資本金の額 30万英ポンド（平成25年９月末日現在）

・事業の内容 投資運用業を営んでいます。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成26年４月30日

東京海上アセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士　　和田　　渉　㊞

  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられている東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド（為替ヘッジあり）（年１回決算型）の平成25年９月12

日から平成26年３月11日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算

書並びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、東京海上Roggeニッポン海外債券ファンド（為替ヘッジあり）（年１回決算型）の平成26年３月11日現在の

信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成25年９月12日から平成26年３月11日まで）の損益の状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

東京海上アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　委託会社の監査報告書（中間）へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成25年12月９日

 
東京海上アセットマネジメント投信株式会社

取　締　役　会　御　中

 

あらた監査法人

指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士　　荒川　　進　㊞

  

指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士　　和田　　渉　㊞

  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられている東京海上アセットマネジメント投信株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの

第29期事業年度の中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を

行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、東京海上アセットマネジメント投信株式会社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。
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